	経済情勢トピックス《真の「観光立国」をめざして》




2015年の訪日外国人観光客数は、2020年の当初目標であった2,000万人をほぼ達成し、観光立国の幕開けを予感させます。一方で、観光立国としての条件を満たしているにも関わらず、そのアドバンテージを十分に活かしきれていないとの指摘もあります。豊かな自然や文化を持つ関西は、外国人が満足する観光対象の多様化や、健全な民泊のルールづくりなどが急務です。
１　はじめに

2015年の訪日外国人観光客数は約1,974万人と、当初2020年の目標としていた2,000万人をほぼ達成するとともに、45年ぶりに訪日外国人旅行者数が出国日本人数を上回りました。16年に入っても、4月の推計値は208万人と過去最高を記録するなど、中国を中心にアジアからの訪日が活発です。その背景には、政府による訪日旅行プロモーションやビザの発給要件緩和などの施策に加えて、円安基調、LCCなどによる航空路線の拡大、航空運賃の低下（燃油サーチャージの値下げ等）、クルーズ船の寄港増加といった要因が考えられます。
関西では上記の理由以外に、人気アトラクションやユニークなイベントで高い集客力を誇るユニバーサル・スタジオ・ジャパン（USJ）の効果もあり、関西国際空港を経由して中国や韓国、台湾などの近隣諸国・地域から多くの観光客が訪れています（図1）。東日本大震災が発生した11年を底に、関西の訪日外国人旅行（インバウンド）はプラスに転じましたが、とりわけ15年は「観光立国」への扉が開かれたターニングポイントであったといえるでしょう。
ところで、わが国で観光振興が重要な政策課題として扱われるようになったのは、小泉総理大臣（当時）が2003年に行った「観光立国宣言」以降といわれています。海
図1  関西国際空港経由の入国外国人数

（東アジア４か国・地域）
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資料：法務省「出入国管理統計」

外へ日本ブランドを戦略的に発信するビジット・ジャパン・キャンペーンの開始（2003年）や、観光基本法を全面改正した「観光立国推進基本法」の施行（2007年）、観光庁の新設（2008年）、新成長戦略（2010年）など、観光立国実現に向けた体制の強化が進められてきました。
２　観光政策の変遷
これまで日本は、自動車・同部品、家電、産業用機械、半導体、ゲーム機のような先端技術によるものづくりと、その輸出によって国際競争力を保ってきました。特に米国市場へは、高度成長期から繊維、鉄鋼、カラーテレビなどが活発に輸出されましたが、自動車を多く輸出した1980年代以降、日米貿易摩擦が大きな問題となりました。
一般に、モノの輸出入は「貿易収支」で表され、インバウンド観光の消費と日本人旅行者の海外での消費（アウトバウンド消費）は「旅行収支」で示されます。インバウンド消費は、国内資源を活用した観光サービスを外国人旅行者に提供して外貨を得ることから、「観光サービスの輸出」といえます。反対に、アウトバウンド消費は「観光サービスの輸入」となります。
　米国から対米貿易黒字の削減を迫られる中、経常収支
の改善策として編み出されたのが、その1項目である旅行収支の赤字化でした。モノの輸出入では黒字でも、サービス部門を赤字にすることで、経常収支における対米貿易黒字を小さくしようと考えたのです。そこで、具体的に打ち出されたのが、「海外旅行倍増計画
」でした。このような背景から、インバウンドよりもアウトバウンドに重点が置かれていたことは否めません。

　構造的な背景に加え、インバウンド振興策が遅れたもう1つの理由として、観光立国宣言の後、リーマン・ショック、新型インフルエンザの流行、円高の進行、東日本大震災の発生、尖閣諸島国有化をめぐる日中関係の悪化などの逆風が、観光業はもとより、製造業や多くの産業に吹き荒れたことが挙げられます。これらの環境変化がインバウンドの振興を阻み、関西経済も低迷を余儀なくされました。
こうした苦難を経て、自民党政権に交代した12年末頃を境に、為替が円安に転換しはじめ、外国人旅行者数も急激に回復するなど、潮目が変化してきました。その後、アベノミクスの第三の矢である日本再興戦略（2013年）の下、冒頭に述べたさまざまな要因が作用し合って、観光立国の幕開けを予感させるほどの伸張ぶりをみせています。観光立国実現の方向性が明確にされてから、10年以上が経過しましたが、インバウンド振興策の成果が現れはじめたのは、ここ3年前頃からではないでしょうか。
３　「観光後進国」脱却に向けて
さて、文化財修復を手掛ける修理施工会社社長のデービッド・アトキンソン氏は、日本が観光立国ではなく「観光後進国」だと指摘しています
。日本人のセールスポイントが、外国人旅行者の観光動機になっていないそうです。この言葉を念頭に置きながら、観光後進国を脱却するために今後何をすべきかについて考えてみます。

■ 観光対象のさらなる多様化
中国人旅行者を中心とする「爆買い」、またUSJ人気に象徴されるインバウンド消費の急拡大は、バブル崩壊で低迷していた小売業や、尖閣諸島国有化に伴う中国人旅行者減少の影響を受けた宿泊業・観光サービス業の業績回復に大きく貢献しました。ただ、百貨店等での買い物やテーマパークのような娯楽は、都市部の高い集客力を発揮しやすいのですが、特定の国に誘客が偏ったり、買い物やエンターテインメントばかりを強調するインバウンド観光は、観光立国としては未熟です。
上述のアトキンソン氏は、日本は観光立国の条件（気候、自然、文化、食事）を全て満たしている稀有な国であると評しており、トリップアドバイザーの調査では、外国人に人気の観光スポット30か所のうち、関西は10か所がランクインしています（表1）。寺社仏閣に偏ってはいますが、剣舞を体験する道場やノンバーバル・パフォーマンス
の専用劇場（19位）も入っています。
歴史・食などの文化や自然が豊富な関西には、多くの国々からの旅行者が満足できる、エキサイティングな観光対象がまだまだ存在するはずです。
■ 受け入れ体制の整備 
東日本大震災からわずか数年で、日本のインバウンド数は3.2倍に膨れ上がり、しかも宿泊地が大都市部に集中しています。このことから、インバウンド受け入れのためのさまざまな仕組みが、実態に追いついていません。
一例を挙げると、政府の国家戦略特区の一環として、空き家や賃貸マンション等の空室を宿泊施設として認定する事業が、大阪府でも16年4月にはじまりました。ただ、実際に施設として認定されたのは、5月現在で1事業者です。京都市の例
を参考にすると、民泊仲介サイトに掲載されている物件の多くは、旅館業法の許可を得ていない可能性があります。
民泊仲介サイトの登録で稼働率が高まり、廃業寸前の地方旅館が再生したり、自宅の部屋を貸し出す「ホームステイ型」では、ホストとゲストが一緒に食事を囲んで国際交流を育む場合もあります。一方、都市部の賃貸マンションを利用した「投資型」民泊については、無断でゲストに又貸しし、ゴミ出しや騒音などで近隣住民とトラブルになるケースも少なくありません。今後は、自治体や国が実態を速やかに把握し、地域住民が安心・安全に暮らせる健全な民泊のルールづくりが急務です。
これ以外にも優先すべき事柄はまだありますが、インバウンドの需要と課題を的確に捉えるためには、現状の調査・分析と、柔軟かつ迅速な取り組みが不可欠です。

（山本　敏也）
表1  外国人に人気のある観光スポット（上位15位）
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観光スポット 所在地

1

伏見稲荷神社 京都市伏見区

2

広島平和記念資料館

(原爆ドーム、広島平和記念公園)

広島市

3

厳島神社 広島県廿日市市

4

東大寺 奈良県奈良市

5

禅林寺 永観堂 京都府京都市

6

地獄谷野猿公苑 長野県山ノ内町

7

高野山 奥之院 和歌山県高野町

8

サムライ剣舞シアター 京都府京都市

9

沖縄美ら海水族館 沖縄県本部町

10

箱根彫刻の森美術館 神奈川県箱根町

11

金閣寺 京都府京都市

12

新宿御苑 東京都新宿区

13

富士山 静岡県・山梨県

14

成田山 新勝寺 千葉県成田市

15

兼六園 石川県金沢市


資料：トリップアドバイザー「外国人に人気の観光スポット
ランキング 2015年度版 TOP30」。
� 国の国際収支を評価する基準の1つで、①貿易収支、②サービス収支（旅行収支を含む）、③所得収支、④経常移転収支から構成される。


� テン・ミリオン計画ともいい、1987年から5年間で日本人海外旅行者を1,000万人に倍増する計画。90年に目標達成した。


� デービッド・アトキンソン『新・観光立国論』、第2章。


� 言葉を全く使わない舞台公演で、ブロードウェイの『ブルーマン』や韓国の『ナンタ』などが有名。


� 京都市が27年度に実施した調査（2,702件）では、旅館業法上無許可と推測される施設が1,847件（68.4％）あった。http://www.city.kyoto.lg.jp/sankan/page/0000197448.html
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